
(原文英語・日本語訳) 

 

2019年 7月 26日 

 

100-8919 

東京都千代田区霞が関 2-2-1 

外務省 

外務大臣 河野太郎殿 

 
 
バングラデシュとミャンマーへの訪問について 

 

外務大臣 河野太郎殿 

 

貴殿が 2019年 7月 29日から 7月 31日にバングラデシュとミャンマー

を訪問される際、滞在中に人権上の重大な懸念を表明し、両国の人権

状況の具体的改善が、両国と日本との二国間関係の強化にとって鍵と

なることを強調していただきたく、本書間を差し上げる次第です。 

 

国際人権 NGOヒューマン・ライツ・ウォッチは独立した非政府組織と

して、世界 90カ国以上で人権問題に関するモニタリングと報告を行っ

ています。 

 

バングラデシュのシェイク・ハシナ首相は 2018年 12月 30日の総選挙

で勝利を宣言しましたが、選挙戦は暴力、野党勢力の大量逮捕、言論

の自由の弾圧、不正投票の重大な疑惑などにより損なわれたものでし

た1。３期目の首相在任が６カ月を超えた現在、政府による市民社会へ

の弾圧は強まる一方です。 

 

同政府は、厳格なデジタル・セキュリティ法に基づく身柄拘束や大規

模に行われた前例のないオンライン検閲を通じて、平和的な政府批判

と反政府運動を鎮圧しています。当局は、Facebook の投稿に「いい

ね」をするなど些細な行動を理由に人びとを逮捕しています。ジャー

ナリストは自己検閲をしないと逮捕される危険がある状況におかれて

います。 
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政府は、治安部隊、とくに警察の「即時行動大隊」（Rapid Action Battalion）と公安

部門による強制失踪と超法規的殺害に関する重大な訴えがあるにもかかわらず、捜査に

二の足を踏んでいます2。 

 

ご存じの通り、ミャンマーでは 2017年 8月から始まったミャンマー治安部隊の民族浄

化作戦により、ラカイン州のロヒンギャ住民への殺人や性暴力、国外追放など、人道に

対する罪が多数発生しました。その結果、過去 2年間で 73万人以上のロヒンギャがバ

ングラデシュに逃れています。 

 

アウンサンスーチー氏が率いるミャンマー政府は国際的な非難を受けつつも、多くの国

際人道団体、人権団体、独立系メディア、さらには国連の事実調査ミッションにラカイ

ン州への立ち入りを拒んでいます。同政府は、重大な罪を行ったミャンマー国軍兵士や

警察要員の訴追を行っていません。その一方で、人権侵害行為を暴いたジャーナリスト

や活動家が起訴されています。政府に批判的とみなされた人たちへの迫害はますます強

まっています。 

 

ミャンマー軍と反政府武装組織のアラカン軍との激しい戦闘により、1月以降に発生し

た避難民は最大 55,000人です。政府は 6月 21日からラカイン州と隣のチン州でインタ

ーネットを遮断しているため、援助組織は、現地住民に迫り来る人道的危機についての

重要な情報のやりとりをすることができないでいます。 

 

バングラデシュは現在、ミャンマーでの残虐行為を逃れたロヒンギャ難民約 100万人を

受け入れています。この寛大な対応には計り知れないほどの費用がかかっており、バン

グラデシュ政府はミャンマーへの難民送還を計画しようとしています。送還はいかなる

場合にも、安全で、尊厳が保たれた自発的なものであることがきわめて重要です。国連

難民高等弁務官事務所（UNHCR）は、ラカイン州の情勢がロヒンギャ難民の帰還にまだ

適していないと判断しています。一方でバングラデシュ政府は、難民をベンガル湾沖の

沈泥島バサン・チャール島（Bhasan Char）に移動させる計画を進めています。しかし

当局は、島が居住可能で安全な場所である根拠を提示していません3。 

 

バングラデシュ政府に対し、以下の事項を申し入れていただきたく存じます。 

 

• 政府を批判する人びとおよび野党の党員に対する、政治的動機に基づく訴追を取

り下げること。 

• デジタル・セキュリティ法を改正し、表現の自由への権利を保障すること。特

に、同法に基づき犯罪とみなされる活動を指す、過度に広く曖昧な表現を見直す

                                                 

 
3 “‘Bangladesh Is Not My Country’: The Plight of Rohingya Refugees from Myanmar,” Human Rights 
Watch, August 5, 2018, https://www.hrw.org/report/2018/08/05/bangladesh-not-my-country/plight-
rohingya-refugees-myanmar. 



こと。こうした表現は政府、首相あるいははその家族を公に批判する人びとを標

的とするために誤って用いられています。同法は対象を限定し、個人または明確

に定義された集団への暴力を扇動する言語表現のみを犯罪化すべきです。 

• 強制失踪の申立てを調査し、違法な秘密拘禁下にある者全員を釈放すること。 

• ロヒンギャの送還または移住はすべて任意であり、国際人権法および国際難民法

にしたがって行うようにすること。キャンプにいる子ども全員が適切な教育を受

けることができるようにすること。 

• モンスーン期の洪水や地滑りがもたらす深刻な被害からすべての難民を保護する

ため、キャンプでの頑丈な構造物の建築を認めること。 

• 近々行われる国連拷問禁止委員会によるバングラデシュのレビューに建設的なか

たちで参加すること。拷問及び他の残虐な、非人道的なまたは品位を傷つける取

扱いまたは刑罰に関する特別報告者と、超法規的・即決・恣意的な処刑に関する

特別報告者をバングラデシュに招へいし、状況のモニタリングと勧告の作成を実

施させること。 

 

ミャンマー政府に対し、以下の事項を申し入れていただきたく存じます。 

 

• ラカイン州、カチン州、およびシャン州北部をはじめとする国内各地の紛争地域

において、国内避難民など危険にさらされている人びとに援助を提供できるよ

う、人道支援団体に完全かつ自由なアクセスを許可すること。 

• 大規模な人権侵害を助長してきた 1982年の市民権法を改正し、ロヒンギャおよ

びその他の民族的・宗教的少数者の無国籍状態、および組織的で制度化された差

別を撤廃すること。 

• ロヒンギャ難民が、国際的な監視の下で、元の居住地に安全で尊厳ある自発的な

帰還ができるよう、必要なあらゆる措置を行うこと。また市民権への平等なアク

セス、移動の自由、諸サービスへのアクセスについての差別禁止、帰還難民への

生計手段のアクセスを保障するよう求めること。 

• 国際的な事実調査および法による正義を追及する国際メカニズムに全面的に協力

し、国際人権法および国際人道法の重大な違反行為に責任を負う者すべてを訴追

すること。 

• ミャンマーの人権状況に関する国連特別報告者と協力し、同国への訪問を許可す

ること。また国連のミャンマーに関する事実調査ミッションを引き継いだ、ミャ

ンマーのための独立した調査メカニズム（IIMM）と包括的に協力すること。 

• 国際刑事裁判所（ICC）ローマ議定書の締約国になるか、同議定書第 12条(3)に

よる同裁判所の管轄権の行使を受け入れること。 

• 政府を批判する人びと、とくに政府による人権侵害を報道した人びとの恣意的な

逮捕、拘禁および訴追を停止すること。不当に拘禁されている人びとをすべて解

放すること。宗教や信仰、表現、結社の自由への権利および平和的集会の権利を

侵害する抑圧的な法律を改正すること。民間組織、人権活動家、ジャーナリス

ト、メディアで働く人びと、弁護士、環境活動家、土地の権利を訴える活動家が

基本的権利を行使できるようにすること。 



• メディア法の改正を進めること、公的秘密法、非合法結社法、平和的集会および

平和的行進法、電気通信法第 66条（d）および第 80条（c）、刑法第 500条およ

び第 505条（a）および（b）などの法律の見直し、廃止または改正を行って、国

際人権基準に適合させること。 

• 国家治安部隊による紛争関連の性暴力停止に向けた必要なあらゆる措置を取るこ

と。性暴力およびジェンダーを理由とする暴力の被害者へのサービスの提供とア

クセスを強化すること。 

以上の重要事項について是非ご検討いただきたく存じます。 今後、今回の訪問中に以

上の問題に関して貴殿がとられた措置についてお聞かせいただければ幸いです。 
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